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綜合警備保障株式会社 
東京都港区元赤坂一丁目６番６号 

令和４年６月24日 



貸借対照表（ 年３ 月 日現在）2022 31
（ 単位： 百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部
Ⅰ 流 動 資 産

１ 現 金 及 び 預 金
２ 警 備 輸 送 業 務 用 現 金
３ 受 取 手 形
４ 売 掛 金
５ 貯 蔵 品
６ 前 払 費 用
７ 立 替 金
８ そ の 他
９ 貸 倒 引 当 金

Ⅱ 固 定 資 産
１ 有 形 固 定 資 産

建 物(1)
構 築 物(2)
機 械 及 び 装 置(3)
車 両 運 搬 具(4)
工 具、 器 具 及 び 備 品(5)
土 地(6)
リ ー ス 資 産(7)
建 設 仮 勘 定(8)

２ 無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア(1)
ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定(2)
電 気 通 信 施 設 利 用 権(3)

３ 投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券(1)
関 係 会 社 株 式(2)
長 期 貸 付 金(3)
長 期 前 払 費 用(4)
敷 金 及 び 保 証 金(5)
保 険 積 立 金(6)
前 払 年 金 費 用(7)
繰 延 税 金 資 産(8)
そ の 他(9)
貸 倒 引 当 金(10)

144,076
19,288
73,717

171
28,713
5,455
1,737
6,522
8,517
△ 47

182,548
44,058
12,033

358
14,601

5
2,489
9,494
2,477
2,597
8,993
8,597
396

0

129,496
14,442
83,099

455
123

5,316
232

11,797
2,784

11,504
△ 259

Ⅰ 流 動 負 債 65,989
１ 買 掛 金 13,111
２ 短 期 借 入 金 24,465
３ １ 年内返済予定の長期借入金 1,716
４ リ ー ス 債 務 870
５ 未 払 金 7,111
６ 未 払 費 用 3,291
７ 未 払 法 人 税 等 2,432
８ 未 払 消 費 税 等 1,771
９ 契 約 負 債 8,868

預 り 金10 1,879
そ の 他11 470

Ⅱ 固 定 負 債 19,293
１ リ ー ス 債 務 1,790
２ 再評価に 係る 繰延税金負債 314
３ 退 職 給 付 引 当 金 15,286
４ 預 り 保 証 金 1,469
５ 資 産 除 去 債 務 426
６ そ の 他 5

負 債 合 計 85,282
純 資 産 の 部

Ⅰ 株 主 資 本 238,688
１ 資 本 金 18,675
２ 資 本 剰 余 金 32,742

資 本 準 備 金(1) 29,320
そ の 他 資 本 剰 余 金(2) 3,422

３ 利 益 剰 余 金 188,301
利 益 準 備 金(1) 792
そ の 他 利 益 剰 余 金(2) 187,508
別 途 積 立 金 14,000
繰 越 利 益 剰 余 金 173,508

△４ 自 己 株 式 1,030
Ⅱ 評 価 ・ 換 算 差 額 等 2,653

１ そ の 他有価証券評価差額金 6,038
△２ 土 地 再 評 価 差 額 金 3,384

純 資 産 合 計 241,342
資 産 合 計 負 債 及 び 純 資 産 合 計326,625 326,625



損益計算書（ 年４ 月１ 日から 年３ 月 日ま で）2021 2022 31
（ 単位： 百万円）

売 上 高 256,449
売 上 原 価 184,609

売 上 総 利 益 71,840
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 52,068

営 業 利 益 19,772
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 9,962
そ の 他 の 営 業 外 収 益 2,373 12,336

営 業 外 費 用

支 払 利 息 508
そ の 他 の 営 業 外 費 用 744 1,252

経 常 利 益 30,856
特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 17
固 定 資 産 売 却 益 224
受 取 補 償 金 1,067 1,309

特 別 損 失

子 会 社 株 式 評 価 損 550
投 資 有 価 証 券 評 価 損 38
投 資 有 価 証 券 売 却 損 0
減 損 損 失 6 595

税 引 前 当 期 純 利 益 31,570
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 6,057
法 人 税 等 調 整 額 941 6,999

当 期 純 利 益 24,571



株主資本等変動計算書（ 年４ 月１ 日から 年３ 月 日ま で ）2021 2022 31
（ 単位： 百万円）

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本

準備金

そ の他資本

剰余金

資本

剰余金

合計

利益

準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金
利益

剰余金

合計
別途

積立金

繰越

利益

剰余金

当期首残高 18,675 29,320 3,422 32,742 792 14 ,000 156 ,647 171 ,439
当期変動額

△ △剰余金の配当 7 ,594 7 ,594
当期純利益 24 ,571 24 ,571
自己株式の取得

土地再評価差額金

の取崩
△ △115 115

株主資本以外の 項

目 の 当 期 変 動 額

（ 純額）

当期変動額合計 － － － － － － 16 ,861 16 ,861
当期末残高 18,675 29,320 3,422 32,742 792 14 ,000 173 ,508 188 ,301

株主資本 評価・ 換算差額等

純資産

合計自己株式
株主資本

合計

そ の他

有価証券

評価差額金

土地

再評価

差額金

評価・ 換算

差額等

合計

△ △当期首残高 1,029 221,828 5 ,983 3,500 2,483 224 ,311
当期変動額

△ △剰余金の配当 7,594 7 ,594
当期純利益 24,571 24 ,571

△ △ △自己株式の取得 0 0 0
土地再評価差額金

の取崩
△ △115 115

株主資本以外の 項

目 の 当 期 変 動 額

（ 純額）

54 115 170 170

△当期変動額合計 0 16,860 54 115 170 17 ,031
△ △当期末残高 1,030 238,688 6 ,038 3,384 2,653 241 ,342



個別注記表

（ 重要な会計方針に係る事項に関する 注記）

資産の評価基準及び評価方法

（ ） 重要な資産の評価基準及び評価方法1
ア 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法によ る原価法を 採用し ており ま す。……
そ の他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

決算日の市場価格等に基づく 時価法（ 評価差額は全部純資産直入法によ り 処理し 、 売却原価は主と

し て移動平均法によ り 算定） を 採用し ており ま す。

市場価格のない株式等

移動平均法によ る 原価法を 採用し ており ま す。

イ デリ バテ ィ ブ 等の評価基準及び評価方法

時価法を 採用し ており ま す。

ウ 棚卸資産の評価基準及び評価方法

主と し て先入先出法によ る 原価法（ 貸借対照表価額については収益性の低下に基づく 簿価切下げの方法

によ り 算定） を 採用し ており ま す。

固定資産の減価償却の方法(2)
ア 有形固定資産（ リ ース 資産を 除く ）

定額法を 採用し ており ま す。

主な耐用年数は以下のと おり であり ま す。

建物及び構築物 ～ 年15 50
機械及び装置 ５ 年

イ 無形固定資産（ リ ース 資産を 除く ）

定額法を 採用し ており ま す。

なお、 自社利用のソ フ ト ウ エ ア につ いては、 社内における利用可能期間（ ５ 年） に基づく 定額法を 採用

し ており ま す。

ウ 所有権移転外フ ァ イ ナン ス ・ リ ース取引に係る リ ース 資産

リ ース期間を 耐用年数と し 、 残存価額を 零と する 定額法を 採用し ており ま す。



（ ） 引当金の計上基準3
貸倒引当金 売上債権、 貸付金等の貸倒損失に備える ため、 一般債権については貸倒実績…………………

率に よ り 、 貸倒懸念債権等特定の債権に つ いて は個別に 回収可能性を 勘案

し 、 回収不能見込額を 計上し ており ま す。

退職給付引当金 従業員の退職給付に備える ため、 当事業年度末における 退職給付債務及び年……………
金資産の見込額に基づき 計上し て おり ま す。 退職給付債務の算定にあた り 、

退職給付見込額を 当事業年度末ま での期間に帰属さ せる 方法については、 給

付算定式基準によ っ ており ま す。 過去勤務費用については、 そ の発生時にお

ける 従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（ ５ 年） によ る 定額法によ

り 費用処理し ており ま す。 数理計算上の差異については、 各事業年度の発生

時に おける 従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（ 年） に よ る 定10
額法によ り 按分し た額を そ れぞれ発生の翌事業年度から 費用処理し ており ま

す。

（ ） そ の他計算書類の作成のための基本と なる重要な事項4
ア 繰延資産の処理方法

株式交付費 支出時に全額費用処理し ており ま す。………………………
イ 重要なヘッ ジ会計の方法

（ ア ） ヘ ッ ジ会計の方法 繰延ヘ ッ ジ処理を 採用し て お り ま す。 ま た 、 金利ス ワ ッ プ に つ いて は……………
特例処理の条件を 充たし ている場合には特例処理を 採用し ており ま す。

（ イ ） ヘ ッ ジ手段と ヘッ ジ対象 ヘッ ジ手段 金利ス ワ ッ プ……
ヘッ ジ対象 銀行借入金

（ ウ ） ヘ ッ ジ方針 金利変動リ ス ク の低減並びに 金融収支改善のた め、 内規に 基づき 、 金……………………
利変動リ ス ク を へッ ジし ており ま す。

（ エ ） ヘ ッ ジの有効性評価の方法 特例処理に よ っ て いる 金利ス ワ ッ プ に つ き ま し て はヘ ッ ジの高い有効…
性がある と みなさ れる ため、 有効性の評価は省略し ており ま す。

ウ 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によ っ ており 、 控除対象外消費税及び地方消費税は、 当事

業年度の費用と し て処理し て おり ま す。



（ 会計方針の変更）

（ 収益認識に関する 会計基準等の適用）

「 収益認識に関する 会計基準」（ 企業会計基準第 号 年３ 月 日。 以下「 収益認識会計基準」 と い29 2020 31
う 。） 等を 当事業年度の期首から 適用し 、 約束し た財又はサービ ス の支配が顧客に移転し た時点で、 当該財又

はサービ ス と 交換に受け取る と 見込ま れる 金額で収益を 認識する こ と と いたし ま し た 。

こ れによ り 、 当社グループ から 生じ る収益を 以下のと おり 認識し ており ま す。

① 契約収入

役務の提供の結果と し て得ら れる 契約収入については、 顧客と の契約における 履行義務の充足に伴い、 一

定期間にわた り 収益を 認識し て おり ま す。

② 工事収入

リ ース やレ ン タ ルに よ り 提供する 警報機器の設置工事など 工期がご く 短期間の工事の結果と し て得ら れる

工事収入については、 工事完了の一時点で収益を 認識し ており ま す。

③ 売却収入

商品の販売（ 販売する 商品の設置工事を 含む。） の結果と し て得ら れる 売却収入については、 顧客への引

渡し の一時点で収益を 認識し て おり ま す。

収益認識会計基準等の適用に つ いて は、 収益認識会計基準第 項た だ し 書き に 定める 経過的な取扱いに従84
い、 当事業年度の期首よ り 前に新たな会計方針を 遡及適用し た場合の累積的影響額を 算定いた し ま し たが、 当

該累積的影響額の重要性が極めて 乏し か っ た こ と か ら 、 当事業年度の期首の利益剰余金に はこ れを 加減せず

に 、 新たな会計方針を 適用し ており ま す。

（ 時価の算定に関する会計基準等の適用）

「 時価の算定に関する 会計基準」（ 企業会計基準第 号 年７ 月４ 日。 以下「 時価算定会計基準」 と30 2019
いう 。） 等を 当事業年度の期首から 適用し 、 時価算定会計基準第 項及び「 金融商品に関する 会計基準」（ 企業19
会計基準第 号 年７ 月４ 日） 第 ２ 項に定める 経過的な取扱いに従っ て 、 時価算定会計基準等が定10 2019 44-
める 新たな会計方針を 、 将来にわた っ て適用する こ と と いた し ま し た 。 なお、 こ れに よ り 当事業年度の計算書

類に与える 影響は軽微であり ま す。



（ 会計上の見積り に関する 注記）

関係会社株式

１ 当事業年度の計算書類に計上し た金額

百万円83,099
２ 識別し た項目に係る 重要な会計上の見積り の内容に関する情報

当事業年度末における 関係会社株式には、 過去の に よ り 取得し た も のが含ま れており 、 そ の取得金M&A
額は、 対象会社が当社グ ループ に 加入し た こ と に よ る 超過収益力を 期待し て 決定し た も のであ り ま す。 ま

た 、 一部の関係会社株式については、 対象会社ではなく 、 当社など において発現さ れる こ と が期待さ れる シ

ナジー効果を 期待し て取得金額を 決定し たも のと なっ ており ま す。

関係会社株式に係る 評価の検討は、 超過収益力やシナジー効果が将来に亘っ て発現する かに着目し て行っ

て お り 、 対象会社の事業計画（ 当社など に発現が期待さ れる シナジー効果の計画を 含む。） に沿っ て利益や

キャ ッ シ ュ ・ フ ロ ーが計上さ れて いる かを 毎月モ ニ タ リ ン グ し ており ま す。 当該事業計画については、 受注

の状況、 人員計画ま たは介護施設の開設状況など について一定の仮定を 置いて策定し ており ま す。

将来、 何ら かの理由によ り 設定さ れた事業計画の達成が危ぶま れる 状況と なっ た場合には、 前述の仮定に

ついて当初見積り の変更を 迫ら れる こ と で関係会社株式評価損を 計上する 可能性があり 、 翌事業年度の計算

書類における 関係会社株式の計上額に重要な影響を 与える 可能性があり ま す。

（ 貸借対照表に関する 注記）

１ 担保に供し ている 資産

出資会社の借入金に対し て下記の資産を 担保に供し ており ま す。

投資有価証券 百万円16

２ 有形固定資産の減価償却累計額 百万円128,045

３ 保証債務

次の子会社の債務について 、 債務保証を 行っ ており ま す。

介護㈱の賃借不動産に係る 未経過リ ース料 百万円ALSOK 1,159

４ 関係会社に対する 金銭債権及び債務は次のと おり であり ま す。

短期金銭債権 百万円7,370
長期金銭債権 百万円288
短期金銭債務 百万円22,567



５ 土地の再評価

土地の再評価に関する 法律（ 平成 年３ 月 日公布法律第 号） 及び土地の再評価に関する 法律の一部を10 31 34
改正する 法律（ 平成 年３ 月 日公布法律第 号） に基づき 、 事業用土地の再評価を 行い、 土地再評価差額11 31 24
金を 純資産の部に計上し ており ま す。

再評価の方法

土地の再評価に関する 法律施行令（ 平成 年３ 月 日公布政令第 号） 第２ 条第４ 号に定める 地価税10 31 119
法（ 平成３ 年法律第 号） 第 条に規定する 地価税の課税価格の計算の基礎と なる 土地の価額を 算定する69 16
ために 、 国税庁長官が定めて公表し た方法によ り 算出し た価額に基づいて、 奥行価格補正等合理的な調整を

行っ て算出し ており ま す。

再評価を 行っ た年月日

年３ 月 日2002 31

再評価を 行っ た土地の期末における 時価が再評価後の帳簿価額を 下回る 額

百万円327

（ 損益計算書に関する 注記）

関係会社と の取引高

営業取引によ る取引高

売上高 百万円14,391
営業費用 百万円43,161

営業取引以外の取引高 百万円9,456

（ 株主資本等変動計算書に関する注記）

自己株式の種類及び株式数に関する 事項

株式の種類
当 事 業 年 度
期首株式数（ 株）

当 事 業 年 度
増加株式数（ 株）

当 事 業 年 度
減少株式数（ 株）

当 事 業 年 度 末
株 式 数 （ 株）

普通株式 －782,122 160 782,282

（ 注） 普通株式の自己株式増加 株は、 単元未満株式の買取り に伴う 増加であり ま す。160



（ 税効果会計に関する 注記）

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産 （ 単位： 百万円）

未払事業税 304
貸倒引当金損金算入限度超過額 94
退職給付引当金損金算入限度超過額 4,680
役員退職慰労金の未払額 25
減価償却限度超過額 929
警報機器設置工事費否認 2,907
投資有価証券評価損 98
土地再評価差額金 1,302
そ の他 830

繰延税金資産小計 11,172
△将来減算一時差異等の合計に係る 評価性引当額 1,990

繰延税金資産合計 9,182
繰延税金負債

△そ の他有価証券評価差額金 2,665
△前払年金費用 3,612

△外国株式配当減額 115
△土地再評価差額金 314

△そ の他 4
△繰延税金負債合計 6,712

繰延税金資産の純額 2,469
（ 注） 繰延税金資産の純額は、 貸借対照表の以下の項目に含ま れており ま す。

固定資産―繰延税金資産 2,784
固定負債― △再評価に係る繰延税金負債 314



（ 関連当事者と の取引に関する 注記）

１ 役員及び個人主要株主等

名称又は氏名
議決権等
の所有（ 被
所有） 割合

関連当事者
と の関係

取引の
内容

取引金額
（ 百万円）

取引条件及
び取引条件
の決定方針

取引によ り 発生
し た債権又は債
務に係る 主な項
目別の当事業年
度末日における

残高
（ 百万円）

取引条件
の変更

村井 温
（ 公益財団法人
村井順記念奨学
財団理事長）

（ 被所有）
直接

％2.8

役員
（ 当社代表
取締役）

寄付金 13 （ 注） １
（ 注） ２

― ―

（ 注） １ 当社代表取締役村井温が公益財団法人村井順記念奨学財団の理事長と し て行っ た取引であり ま す。
なお、 当該財団の活動内容は、 神奈川県内の工学系大学又は工学系の学部に在学する 学生を 対象と し

た返還不要の奨学金の支給であり ま す。
２ 取引条件及び取引条件の決定方針等

公益財団法人村井順記念奨学財団への寄付金の金額につき ま し て は、 当社の社会貢献の必要性、 当該
財団の活動目的を 達成する ために必要と 認めら れる年間奨学金等を 勘案の上、 当社の取締役会で決定し
ており ま す。

３ 上記金額のう ち 、 取引金額には消費税等は含ま れており ま せん。

２ 子会社

名称又は氏名
議決権等
の所有（ 被
所有） 割合

関連当事者
と の関係

取引の内容
取引金額

（ 百万円）

取引条件及
び取引条件
の決定方針

取引によ り 発生
し た債権又は債
務に係る 主な項
目別の当事業年
度末日における

残高
（ 百万円）

取引条件
の変更

日本フ ァ シ リ
オ㈱

（ 所有）
直接 ％91.6 子会社

資金の借入

利息の支払

1,406

44
（ 注） ２

短期借入金
7,855

未払費用
6

―

（ 注） 短期借入金は、 当社グループ 内の資金効率を 高める こ と を 目的と し て借り 入れたも のであり ま す。 借入
金の金利については、 市場金利を 勘案し て決定し ており ま す。



（ １ 株当たり 情報に関する 注記）

１ １ 株当た り 純資産額 円 銭2,388 89
２ １ 株当た り 当期純利益金額 円 銭242 66

（ 収益認識に関する注記）

顧客と の契約から 生じ る 収益を 理解する ための基礎と なる 情報は、「 連結注記表（ 収益認識に関する 注記）」 に

同一の内容を 記載し ている ため、 記載を 省略し ており ま す。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

注： 記載金額は、 表示単位未満を 切り 捨てており ま す。


